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令和 3 年度私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立

高等学校等施設高機能化整備費））の事業募集について（依頼） 

 

日頃より、私立学校施設整備に御尽力いただきありがとうございます。 

 

「私立高等学校等における補助対象事業の実施計画調査について」（令和 3 年 10 月 26 日付け

事務連絡（以下「前回調査」という。））により行いました調査の結果を踏まえ、下記のとおり

事業募集を行うこととしましたのでお知らせします。 

また、「令和 3 年度私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高

等学校等施設高機能化整備費））の事業募集について（依頼）」（令和 3 年 10 月 22 日付け 3 高

私助第 12 号）により耐震化等の整備事業の募集を行ったところですが、同通知による事業募集に

応募（申請）できなかった事業についても、今回の事業募集に合わせて事業計画書を提出してい

ただいても構いません。 

 

なお、補助の申請に当たっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年

法律第 179 号）等の法令等及び下記事項を遵守の上、計画調書を作成し、提出してください。 

 

 

記 

  

 



1.今回募集する事業 

Ⅰ 前回調査において回答のあった事業のうち、令和 4 年 2 月 10 日※１から令和 4 年 3 月 31 日

までの間に契約予定であり、令和 3 年度内に完了する以下の事業を募集対象とします。 

（①-⑴のうち、教室の情報化に関連した校内ＬＡＮの整備については下記 4.(6)参照）。 

 

①高機能化整備事業※２、※３ 

⑴教育の情報化に関連した教室等の改造工事 

⑵特別教室及び他目的教室、図書室の整備 

⑶校舎等のカウンセリング機能の強化のための保健室や余裕教室等の整備 

②エコキャンパス推進事業 

⑴新エネルギー活用型（太陽光発電、太陽熱給湯器、風力、地中熱、燃料電池等の整備） 

⑵省エネルギー型・省資源型（断熱化、採光対策、省エネ設備、中水利用施設等の整備） 

⑶木材利用型（内装木質化改造工事） 

⑷緑化推進型（建物緑化、屋外緑化、グラウンド芝生化） 

 

※１：①‐⑴のうち、新型コロナウイルス感染症対応として、学生等の安全・安心な学

習環境の確保のため、施設整備に既に着手した又は速やかに実施するなど、緊急

性の観点からやむを得ず令和 3 年 6 月 1 日から令和 4 年 2 月 9 日までの間に契

約を締結した又は締結する「教室の情報化に関連した校内ＬＡＮの整備」につい

ては、令和 3 年 6 月 1 日とする。 

※２：①‐⑴及び⑵のうち、高等学校及び中等教育学校（後期課程）に係る工事につい

ては、普通科に限る。 

※３：私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業の対象設備を除く 

 

Ⅱ 「令和 3 年度私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等

学校等施設高機能化整備費））の事業募集について（依頼）」（令和 3 年 10 月 22 日付け 3

高私助第 12 号（以下「前回募集」という。））において募集のあった以下の事業のうち、事

業計画書の提出がされておらず、令和 4 年 2 月 10 日※１から令和 4 年 3 月 31 日までの間に

契約予定であり、令和 3 年度内に完了する事業を募集対象とします。 

（③施設環境改善整備事業については下記 4.(6)参照）。 

 

①高機能化整備事業 

・校舎等のバリアフリー化整備 

②防災機能強化施設整備事業 

・耐震補強、非構造部材の耐震対策、耐震改築、防災機能強化事業、 

 安全管理対策（防犯対策）、安全管理対策（アスベスト対策） 

③施設環境改善整備事業 

・トイレ改修工事、空調設備等工事 

 

 



 

注： 各事業における上限額の設定が無い場合（計画調書作成要領又は別添参照）、1

事業あたり 4 億円を上限とします。また、今後着手する複数年度にわたる事業に

ついても、総国庫補助金額の上限を 1 事業あたり 4 億円とし、また、申請状況に

応じて圧縮がかかる可能性がありますので御承知おきください。 

  例：Ⅰ期（令和 3 年度）：上限を適用しない場合の国庫補助額 3 億円 

Ⅱ期（令和 4 年度）：上限を適用しない場合の国庫補助額 2 億円 

⇒この場合、工事費按分によりⅠ期（令和 3 年度）2.4 億円、Ⅱ期（令和 4

年度）1.6 億円とする。 

 

2. 申請一覧（様式１）の提出方法等 

  申請一覧（様式１）については、予算執行状況を把握するため、都道府県において作成した

Excel ファイルを下記担当まで提出してください。 

   ※提出ファイルは、ＰＤＦに変換しないで、Excel ファイルのまま提出すること。 

※メールを送信する際の件名及びファイル名は以下のとおり記載してください。 

件名：【○○県】私立高等学校等施設高機能化整備費の計画調書の提出について 

ファイル名：【○○県】私立高等学校等施設高機能化整備費計画調書一覧 

※計画調書の提出があっても当該一覧に記載のない事業は、原則採択できません。 

【提出期限】令和 4 年 1 月 12 日（水）15 時 ＜厳守＞ 

【提 出 先】josei2@mext.go.jp 

 

3.計画調書の提出方法等 

「Ⅰ」については、電子メールに添付している事業ごとの様式及び作成要領に示す書類を

作成してください。 

「Ⅱ」については、電子メールに参考で添付している前回募集時の事業ごとの様式及び作

成要領に示す書類を作成してください。 

 

  （ア）提 出 方 法：電子メール又は郵送により提出してください。 

（イ）提出先 

電子メール宛先：josei2@mext.go.jp 

郵 送 宛 先：〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

文部科学省高等教育局私学部私学助成課助成第二係 

（ウ）提 出 期 限：令和 4 年 1 月 31 日（月）＜厳守＞【必着】 

 

提出期限までに必要な書類が揃っていないものについては、計画調書を受理しませんの

で余裕をもって発送してください。 

  



4．留意事項 

（１）申請に係る各種資料の提出は、所轄の都道府県を経由して提出してください。文部科学省

の指示なく、都道府県以外から直接資料を送付した場合、受理せず返送します。 

（２）補助対象事業は、令和 4 年 2 月 10 日から令和 4 年 3 月 31 日までの間に契約予定であり、

令和 3 年度内に整備が完了する事業となります。令和 3 年度内に整備が完了する事業とは、

原則として令和 4 年 2 月 10 日から令和 4 年 3 月 31 日までの間に引き渡しを受ける事業をい

います。 

（３）新設の学校については、完成年度（卒業生を輩出する年度）の翌年度から補助対象となり

ます。 

（４）補助事業の業者選定に当たっては、適正性及び透明性が求められていることから、私立学

校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化整

備費））交付要綱第１０条及び「建設工事等に係る補助事業遂行に当たっての留意事項」（別

添）に従うこととし、入札等の競争性のある契約方法によることとしてください。入札を実

施することができない等やむを得ない事由がある場合は、3 社以上の業者の見積合わせ等に

より決定してください。ただし、指名競争入札又は見積合わせにおいて辞退した業者は、原

則としてこの 3 社に含めません。 

（５）提出期限までに３者以上の入札（若しくは、見積合わせ）の実施が困難な場合、１者から

の参考見積書又は設計業者による積算内訳書を提出ください。 

その場合にあっても、2 月 4 日(金)までには 3 者以上の入札書（見積書）を提出ください。 

（６）補助申請事業に係る契約については、交付内定後に締結してください。（交付内定につい

ては、令和 4 年 2 月上旬を予定しておりますが、時期を変更する場合は、別途連絡します。）

また、上記Ⅰ－①－⑴のうち、教室の情報化に関連した校内ＬＡＮの整備及び、上記Ⅱ－③

の事業については、新型コロナウイルス感染症対応として、学生等の安全・安心な学習環境

の確保のため、施設整備に既に着手した又は速やかに着手するなど、緊急性の観点からやむ

を得ず交付内定前までの間に契約を締結した又は締結する事業に関しては、補助対象として

扱うこととします（令和 4 年 2 月 10 日から交付内定前までの間に契約を締結した又は締結

する上記Ⅰ（教室の情報化に関連した校内ＬＡＮの整備以外）とⅡ－①及び②に該当する事

業に関しても、これと同様に扱うこととします）。なお、補助対象と扱うのは、他の補助要

件（補助対象と定めている工事等の整備であること、原則 3 者以上の見積を揃える等）を満

たしていることが前提であること及び補助対象として扱う事業全ての交付決定を約束するも

のではないことに御留意願います。 

（７）都道府県においては、計画調書の提出にあたり、計画調書等の資料に不備等がないか、必

ず事前に御確認願います。 

（８）事業完了が令和 4 年 4 月 1 日以降となる場合、交付決定後以降の事由による繰越の手続き

が必要となりますので、御留意ください。 

※明許繰越及び事故繰越の事由については以下 URL を参照 

https://www.mof.go.jp/budget/topics/kurikoshi/27guidebook/27guidebook2.pdf 

 

 



（９）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助目的の完全な達成を図

る観点から、平成 14 年 3 月 25 日文部科学省告示第 53 号により、財産の処分制限期間を別

に定めており、この制限期間中に財産の処分（交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、又は担保に供する処分）を行いたい場合は、事前に文部科学大臣の承認が必要と

なります。 

（10）補助事業については、国民の税金を原資とする補助金により行われるものであり、その適

正かつ効率的な使用はもちろんのこと、使用手続きの透明性を確保することが求められてい

ることから、文部科学省に提出された計画調書その他の文書については、国民からの開示請

求があった場合には、行政機関の保有する情報の公開に関する法律第５条各号に掲げる情報

に該当し、かつ計画調書中で特に非公開希望について言及された部分を除き、公開すること

となります。 

 

＜参考＞ 

適用法令等 

① 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号） 

② 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号） 

③ 私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高

機能化整備費））交付要綱（平成 13 年 4 月 1 日文部科学大臣裁定） 

④ 文部科学省所管の私立学校関係の補助金に係る財産処分承認基準について（通知）（平

成 29 年 10 月 31 日 29 文科高第 683 号） 

 

【提出先及び問合せ先】 

文部科学省高等教育局私学部 

私学助成課助成第二係 中塚、望月、栗原 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2 

T E L : 03-5253-4111 （内線2746） 

F A X : 03-6734-3396 

E-mail: josei2@mext.go.jp 



別 添
○ 私立学校施設整備における各事業の補助対象事業経費の下限額及び上限額（小学校～高校等）

補助対象事業 下限額 上限額
１校あたり

1,000万円以上
（ICT事業300万円以上）

１校あたり
1,000万円以上

（ICT事業300万円以上）

②
特別教室及び多目的室、図書室の整
備

１校あたり
1,000万円以上

（ICT事業300万円以上）

③ 校舎等のバリアフリー化整備
１校あたり

300万円以上

④
カウンセリング機能の強化のための保
健室や余裕教室等の整備

１校あたり
400万円以上

（改造費が300万円以上）

⑤ 耐震補強工事
１校あたり

400万円以上
なし

⑥ 非構造部材の耐震対策工事 なし
１校あたり
２億円以下

なし
１校あたり
２億円以下

１校あたり
200万円以上

１校あたり
500万円以下

⑧ 安全管理対策（防犯）
１校あたり

400万円以上
１校あたり
２億円以下

⑨ 安全管理対策（アスベスト） なし なし

⑩ 耐震改築工事 なし なし

⑪ 津波移転改築工事 なし なし

⑫ 特別支援学校の老朽改築工事 なし なし

⑬ 新エネルギー活用型
１校あたり

1,000万円以上

⑭ 省エネルギー型・省資源型
１校あたり

1,000万円以上

⑮ 木材利用型
１校あたり

1,000万円以上

１校あたり
500万円以上

１校あたり
1,000万円以下

１校あたり
500万円以上

１校あたり
1,000万円以下

１校あたり
2,000万円以上

１校あたり
9,000万円以下

⑰ トイレ改修工事
１校あたり

200万円以上
１校あたり
2億円以下

⑱ 空調設備等工事
１校あたり

200万円以上
１校あたり
2億円以下

⑦ 防災機能強化事業

緑化推進型⑯

実施事業の補助対象経費の合
計額が１校あたり２億円以下

実施事業の補助対象経費の合
計額が1校あたり2億円以下

教育の情報化に関連した教室等の改
造工事

　　対象学校：小学校、中学校、高等学校、中等教育学校（前期課程、後期課程）、
　　　　　　　　 　特別支援学校（幼稚部、小学部、中学部、高等部）

①

施
設
環
境
改
善

整
備
事
業

エ
コ
キ
ャ
ン
パ
ス
推
進
事
業

施
設
高
機
能
化
整
備
事
業

防
災
機
能
強
化
施
設
整
備
事
業



自動計算 自動計算

設備購入経費
耐震診断経費
耐震点検経費
調査分析費

実施設計費 工事費
事業経費

（円）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

事業

様式１

令和３年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧

都道府県名 学校法人名 学校名 事業名 事業区分

補助対象

補助希望額
（円）

契約（予定）日
事業完了
（予定）日

Ｉｓ値
実施
計画
調査

備考
補強前 補強後



（記入例）

設備購入経費
耐震診断経費
耐震点検経費
調査分析費

実施設計費 工事費
事業経費

（円）

○○県 □□学園 □□高等学校
普通教室棟1号館耐震
改修工事

耐震補強 1,200,000 6,800,000 60,000,000 68,000,000円 34,000,000円 R4.2.14 R4.3.30 Is値 0.280 Is値 0.700

○○県 △△学院 △△△高等学校 普通教室改築工事
教育の情報化

（校内LANの整備）
2,000,000 25,000,000 27,000,000円 9,000,000円 R4.2.10 R4.3.25

○○県 ☓☓学園 ○○☓☓中学校 教室棟トイレ改修工事 トイレ改修 4,000,000 14,000,000 18,000,000円 6,000,000円 R3.11.1 R4.2.14

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

3事業

様式１

令和３年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧

都道府県名 学校法人名 学校名 事業名 事業区分

補助対象

補助希望額
（円）

契約（予定）日
事業完了
（予定）日

Ｉｓ値

備考
補強前 補強後

実施
計画
調査

当該事業が「私立高等学校等における補助対象

事業の実施計画調査について」（令和3年6月4日

付け事務連絡に計上した事業の場合は、ドロッ

プダウンより「○」を、（令和3年10月26日付け

事務連絡）に計上した事業の場合は「◎」を、

（令和3年12月10日付け事務連絡）に計上した事

業の場合は「●」を、それぞれ選択すること。

学校法人が提出する様式○

－１の事業名と一致させること。

ドロップダウンメニューから選

択

（内容については、データシー

計画調書に記載する

金額と一致させること

自動計算

R4.2.10～R4.3.31まで

※に契約締結する事業

が対象

※事業区分が「教育の

情報化（校内LANの整

備）」、「トイレ改

修」、「空調設備」に

ついては、R3.6.1～

R3年度末（R4.3.31）ま

でに完了する事業が対

事業区分が「耐震補強」及び

「耐震改築」の場合、ドロップ

ダウンメニューから「Is値」OR

「Iw値」を選択

事業区分が「耐震

補強」の場合のみ
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（別紙１） 

 

令和 3 年度私立高等学校等施設高機能化整備費（施設高機能化整備事業 

及びエコキャンパス推進事業）に係る計画調書について 

 

 

Ⅰ 計画調書作成要領（共通部分） 

 １．申請の単位 

原則、学校法人が設置する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支

援学校（以下「私立学校」という。）を単位とし、補助対象事業ごとに行うものとする。 

なお、例えば、中学校と高等学校で共用している建物を工事するため入札書等が同一である等の

場合は、事業経費を合理的な按分方法で算出した上で、学校ごとに申請すること。その際の補助対

象事業経費の下限は、学校ごとに按分した結果を基準とする。 

 

例えば、中学校と高等学校で共用している建物を高機能化整備事業（カウンセリング機能の

強化のための保健室や余裕教室等の整備）に申請する場合、中学校と高等学校の補助対象事業

経費を按分し、按分後のそれぞれの下限額が補助対象事業経費の下限額（４００万円）以上の

場合、「○○学校耐震補強工事（一括申請）」として、一括して申請できる。 

 その際は、必ず備考欄にそれぞれの按分後の補助対象事業経費を記入すること。 

 

 ２．様式○－１「各事業における計画調書」作成要領 

  ◎事業ごとに様式が異なります。 

 

 様式２－１：施設高機能化整備事業※ 

 様式８－１：エコキャンパス推進事業 

     ※施設高機能化整備事業のうち、「校舎等のバリアフリー化整備」を除く 

（１）申請する事業ごとに別葉で作成すること。なお、単独契約かつ１事業で実施するものであって

も、複数の学校で当該施設を共用する場合は、「１．申請の単位」に記載のとおり作成すること

とし、合理的な按分方法で学校ごとに経費を算出した計算過程がわかる資料（様式自由）を作成

すること。 

 （２）「管理責任者所属・職・氏名」欄には、当該施設を直接管理する者を記入すること。 

 （３）「事業名」欄は、事業内容が分かる事業名とするとともに、簡潔な名称にすること。なお、施

設を共用している場合は、学校間で同一名称にならないよう、「…事業（高等学校）」「…事業

（中学）」や「…事業（Ａ棟）」「…事業（Ｂ棟）」等の表記で区分すること。また、複数年に

渡る工事の場合は「○○事業（第Ⅰ期）」等の表記を記入すること。」 

 （４）「改修施設の名称」「対策工事施設の名称」欄には、当該事業を行う施設の名称を具体的に記

入すること。 

 （５）「建築年月日」欄には、当該施設が建築された日を記入すること。当該建物が増築部分の場合

は、増築された日を同様に記入すること。書ききれない場合は、備考欄に記入すること。 

 （６）「構造」欄には、該当するものをドロップダウンリストから選択すること。 

 （７）「工事契約予定日」「工事完成予定日」欄は、それぞれの日を記入すること。 
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 （８）「事業経費」のうち、「補助対象経費」が補助対象上限額を超える場合は、補助対象上限額を

記入すること（補助対象上限額については、各事業の項を参照）。 

 （９）「補助希望額」欄には、「補助対象事業経費」に対して補助率の範囲内で補助希望額を記入し、

千円未満は切り捨てること。（例：123,456,789 円→123,456,000 円） 

 （10）「改修施設の現在の利用状況」欄には、当該施設の現在（改修工事前）の利用状況について、

具体的かつ簡潔に記入すること。 

 （11） 経費の各項目については、様式○－２の各項目と対応しているか確認すること。 

 （12） 他の補助金を受けて実施した耐震診断や交付決定年度までに支払いが完了している実施設計

等、あらかじめ所要額が補助対象外経費であることが明白な場合は、計画調書への記載及び関係

書類の提出を省略する。 

 

 ３．様式○－２「各種経費の内訳」作成要領 

  ◎事業ごとに様式が異なります。 

 

 様式２－２：施設高機能化整備事業※ 

 様式８－２：エコキャンパス推進事業 

      ※施設高機能化整備事業のうち、「校舎等のバリアフリー化整備」を除く 

（１）様式○－１の事業経費の内訳と対応する項目ごとに記入すること。様式には、按分や補助対象外

による経費についても記入し、入札金額との整合性を取れる形で作成すること。なお、消費税等

については、適宜按分し、分かりやすく記入すること。 

 （２）「工事明細」欄は、「建築工事」「電気設備工事」「機械設備工事」等入札書等に記載の工事

名称のほか、その細目を記入すること。 

 （３）「内容・目的」欄は、例えば「２号館内装木質化改造工事（特別教室の天井・壁面木質化）」

というように、工事の場所、内容及び目的が簡潔かつ明瞭に分かるようにすること。 

 （４）「数量」欄は、施工面積や購入数量が明らかな場合は、「一式」ではなく、単位とともに記入

すること。 

 （５）様式の欄が不足する場合や、様式では記入し難い場合は、欄の追加や別紙（様式任意）に記載

することとし、１枚に納めるために省略することのないようにすること。 

 （６）「金額」欄は、円単位で記入することとし、１円未満の端数は、四捨五入せず切り捨てること。

その際、合計額と一致しない場合は、「端数」として補助対象外に計上すること。 

 （７）入札書等の添付資料では、様式に記入している金額や数値等には、マーカーで線を引く等明確

にすること。 

 （８）補助対象事業経費の限度額を超える場合、当該経費に補助対象となる工事内容が含まれていれ

ば、補助対象外の「内容・目的」に『補助対象経費の限度額を超える分』と記載し、補助対象外

の「金額」欄に金額を記載する。 
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   例えば、改修工事（２．５億円）の場合 
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○○工事 

△△工事 

 

 

 

 

 

 

 

●●設置 

▲▲撤去・再取付 

 

補助対象経費の限度額を超える分 

↑限度額を超える分についても、 

 補助対象の工事内容は全て記載。 
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150,000,000 

60,000,000 

 

△10,000,000 

 

 

 

補助対象工事費計（＝⑤） 

 

200,000,000 
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助 

対 

象 

外 

 

□□工事 

 

 

 

 

 

■■工事 

 

補助対象経費の限度額を超える分 

↑限度額を超えた分の金額を記載 

 

 

z 

 

 

 

 

 

40,000,000 

 

10,000,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象外工事費計（＝⑥） 

 

 

50,000,000 

 

 

 ４．様式○－３「採択理由書」作成要領 

※提出に当たり、提出期限までに 3 者以上の入札書（見積書）の提出が困難な場合、１者からの

参考見積書又は設計業者による積算内訳書を提出ください。 

  ◎全事業共通です。 

 （１）「学校法人名」等の欄は、様式○－１に記載している名称と一致すること。 

 （２）「不採択業者」欄が不足する場合は、適宜追加すること。 

 （３）採択理由書は「業者区分」ごとに記入すること。なお、施工業者・設計業者等、契約業者が複

数に分かれる場合は、それぞれ別葉で作成すること。 

（４）「採択業者区分」欄には、「施工業者」「設計業者」等の別を記入すること。なお、複数にま

たがる場合又は下記の区分によらない場合には、適宜名称を変更し、記入すること。 

（例） 

 ・「工 事 費」 ：施工業者 

 ・「実施設計費」 ：設計業者 

 ・「教育設備購入経費」：教育設備製造業者 

  （５）「入札金額」欄の金額と入札書等の金額は一致します（按分後の金額や補助対象額の金額で

はありません）。なお、入札書等に記載の総額において、税込価格と税抜価格が混同している場

合は、いずれかの表示方法に統一して下さい。 
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（６）「業者選定後に金額が変更した理由」欄は、出精値引等により採択業者の選定後に金額が変更

した場合に、変更前後の金額及び変更理由を記載すること。 

（７）補助金の効果的配分を推進する観点から、計画の策定に当たっては、不採択分の見積りを含め

３社以上の見積りによる価格の妥当性、見積りにおける値引き額の妥当性等を十分勘案し、補助

対象事業経費が適正かどうかを判断するので、特に留意すること。 

（８）「業者採択理由」欄には、以下の点について記入すること。  

・入札書等の金額が最も安価な業者を採択した場合には、「最安価の金額を提示した業者を

採択」と記入すること。 

・総合評価落札方式など金額以外の要素を加味して採択業者の選定した場合には、その内

容を具体的に記入すること。また、入札に参加した業者の選定理由についても記入するこ

と。 

・3 者以上から提出された入札書等の日付が一致しない場合には、施工業者から提出を求め

た入札書等の提出期間や開札日を記入すること。 

 （９）工事等について独占的に扱っている場合は、独占販売等を証明する文書を添付すること。 

 

 ５．「工事予定施設の計画図面（様式自由）」 

   提出する図面は以下のとおりとし、工事予定範囲等がわかる簡単な図面とする。また、必要な図

面の数は精選するとともに、両面印刷等、資料が大部にならないよう工夫すること。 

・配置図：工事予定建物を明示すること。 

・平面図：工事予定階の平面図のみ提出し、工事予定範囲を明示し、工事内容が分かるよう施す

主な工事内容を簡潔に記入する。なお、間仕切壁の位置の変更を伴う場合は、現状及

び工事後の図面を提出すること。 

・立面図：外壁等の外部工事を予定している場合のみ提出することとし、当該工事範囲を明示す

ること。 

 

 ６．入札の内容が分かる書類又は見積書の写し 

※提出に当たり、提出期限までに 3 者以上の入札書（見積書）の提出が困難な場合、１者からの

参考見積書又は設計業者による積算内訳書を提出ください。 

 

   私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化

整備費））交付要綱（以下、交付要綱という）第１０条において、補助事業の遂行については、国

の契約及び支払に関する規定の趣旨に従い、公正かつ最少の費用で最大の効果をあげ得るように経

費の効率的使用に努めることを求めている観点から、本事業に係る業者選定にあたっては、以下の

とおり行うこととし、事業経費が適正かどうかについては特に留意すること。 

 

 （１）原則として国又は地方公共団体の契約方法（別添「建設工事等に係る補助事業遂行にあたっての

留意事項」参照）にならい、入札等の競争性のある契約方法により契約の相手方及び契約金額を

決定すること。入札によらない場合であっても、３社以上の業者による見積り合わせにより決定

すること（指名競争入札又は見積合わせにおいて辞退した業者は、原則としてこの３社に含めませ

ん）。ただし、やむを得ずこれらの方法によることができない場合は、当該やむを得ない理由及

び契約金額の適正性について、採択理由書（様式○－３）に具体的に記入すること。 
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（２）業者の入札書等は、合計金額が分かる部分を提出することとし、採択した業者については、入

札書等の内訳も提出すること。その際、ホチキス止めや製本テープによりまとめること。 

（３）入札書等の写しは、右上に、採択した業者については「採択」と朱書きし、不採択の業者につ

いては「不採択」と黒字で記入すること。 

（４）入札書等の写しには、提出するものそれぞれに原本証明をする必要はないが、全てが原本であ

ることを証明する理事長名義（押印不要）の公文書を添付すること（様式自由）。 

  

 ７．その他 

・提出する資料は必要なものに限ること（学校のパンフレットは不要）。 

・添付資料のうち、様式に記入している金額等には、マーカーで線を引く等明確にすること。 

・計画調書は、事業ごとにダブルクリップでまとめること。 

・計画調書の順番は、次の例のとおりとする（例を参考にするとともに、事業ごとに提出を求めて

いる書類を揃えること）。 

・本通知において募集のあった事業の他、「令和 3 年度私立学校施設整備費補助金（私立学校教育

研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化整備費））の事業募集について（依頼）」

（令和 3 年 10 月 22 日付け 3 高私助第 12 号）により募集のあった事業については、同通知に添

付されている事業ごとの様式及び作成要領に示す書類を作成してください。 

 

 

（例）エコキャンパス推進事業の複数申請の場合 

 ◎様式８－３が複数ある場合は、付箋等でインデックスを付けること。 

 

 

 【Ａ棟計画調書】 

① 様式８－１ 

② 様式８－２ 

③ 様式８－３（実施設計費） 

④ 実施設計に係る入札書類          補助対象外の場合は省略 

⑤ 様式８－３（工事費） 

⑥ 工事に係る入札書類 

⑦ 経費按分に関する資料 

 

 

 【Ｂ棟計画調書】 

① 様式８－１ 

② 様式８－２ 

③ 様式８－３（実施設計費） 

④ 実施設計に係る入札書類          補助対象外の場合は省略 

⑤ 様式８－３（工事費） 

⑥ 工事に係る入札書類 

⑦ 経費按分に関する資料



 - 6 -

Ⅱ 施設高機能化整備事業（「校舎等のバリアフリー化整備」は除く） 

１．補助対象工事等 

（１）学校法人が設置する高等学校（普通科に限る。職業学科等併設校の場合は、普通科のみを対象   

とする。）、中等教育学校（後期課程においては普通科のみを対象とする。）、中学校、小学校、

義務教育学校及び特別支援学校において、教育内容・方法等の改善のために行う下記①～③の校

舎の改造工事（別表１）とする。また、改造工事に伴い当該施設と一体で整備する教育設備（別

表２）（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業の対象設備を除く。）とする。 

①教育の情報化に関連した教室等の改造工事 

 情報教室の整備、校内ＬＡＮの整備、その他通常の授業で使用する教室の情報化に伴う改造工事 

※理事長室、校長室、職員室、事務室、生徒会室、課外活動用の部室等、専ら児童生徒が通常の授業で使用しない施設への  

ＬＡＮ整備は原則として対象外とする。 

②特別教室及び多目的室、図書室の整備 

特別教室とは社会科教室、視聴覚教室、芸術科教室、理科教室、音楽室、家庭科室、情報教室

をいう。 

多目的室とは複数クラスが集まる集会、児童生徒の作品の展示・掲示等、あるいは、総合的な

学習の展開の場としても利用できる等、多目的に利用される教室をいう。 

※使用実態が同じであれば室名が異なっていても対象とできる。（各部屋の準備室含む。） 

③カウンセリング機能の強化のための保健室や余裕教室等の整備 

既存保健室内や余裕教室を利用して、カウンセラー室として単独の教育相談室や、進路相談   

室の整備を行う場合をいう。 

※教育内容・方法等の改善のために行う校舎等の改造工事について補助対象とするものであり、施設の老朽化等の理由によ

る修繕工事とみなされるものについては補助対象外。 

 （２）補助対象事業経費の限度額（1 学校あたり）は改造工事に係る経費（実施設計費含む)及び教育

設備に係る経費を含め、以下に示す場合を除き、1,000 万円以上 2 億円以下とする。（限度額を

超える金額は学校法人負担) 

①カウンセリング機能の強化のための保健室や余裕教室等の整備については、４００万円以上 

２億円以下（ただし、改造工事に係る経費が３００万円以上要するものに限る。） 

②私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業に伴う施設整備に係るもの（申請年度に同時申請 

しているもの）については、３００万円以上２億円以下（ただし、改造工事に係る経費が   

３００万円以上要するものに限る。申請の際は、様式２－１の備考欄にその旨を記載。） 

 （３）補助対象実施設計費は補助対象工事（別表１）に係る設計費とする。 

 

 ２．補助対象外となるもの 

①「補助対象範囲（別表１）」以外の工事に要する経費 

②完成年度を超えていない私立学校に係る経費 

③他の国庫補助を受ける事業に係る経費 

④増改築、増床工事に係る経費 

⑤補助年度の前年度に契約が締結されている場合 

⑥改造工事を伴わない設備等の備品を購入・設置する場合 

⑦施設の老朽化等の理由による通常の維持・管理とみなされる経費 
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 ３．補助率 

  改造工事（実施設計費を含む）及び教育設備の購入に要する経費の「１／３以内」 

 

 ４．提出書類 

①施設高機能化整備事業計画調書（様式２－１～３） 

②工事費、実施設計費及び教育設備購入経費にかかる入札の内容が分かる書類又は見積書の写し 

③改造工事を必要とする理由及び改造工事後の授業計画書等（Ａ４縦：２枚以内） 

④工事予定建物の計画図面（様式自由） 

⑤その他参考となる資料 

 

 ５．改造工事を必要とする理由及び改造工事後の授業計画書等（Ａ４縦：２枚以内） 

（１）改造工事を必要とする理由及び改造工事後の授業計画を分かりやすく記載すること。 

（２）教育内容・方法等の改善のために行う改造工事により、具体的にどのように施設の高機能化が

図られ、教育上、児童生徒にどのような効果をもたらすのかについて、分かりやすく記載するこ

と。 

（３）授業計画書については、教育内容・方法等の改善を踏まえ、改造工事後の具体的な授業計画を

記載すること。 
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（別表１）教育内容・方法等の改善のために行う校舎の改造工事の補助対象範囲 

 補助対象範囲は、教育の情報化に関連した教室等の改造工事等（以下、「本体工事」という）及

び、本体工事に伴い必要となる内部・外部の改修工事等（以下、「関連工事」という）とする。 

 なお、関連工事は、本体工事の施工に係る必要最小限の範囲を対象とし、本体工事との因果関係

が合理的に説明できないものについては、関連工事とはならない。 

区 分 補  助  対  象  工  事  の  範  囲 
建築・建具工事 
 
 

・通常の授業において専ら児童生徒の教育用として整備する場合に対象とできる。 
・教室の模様替工事や改造工事のための工事 
 （二重床、間仕切、出入口ドア等の設置、壁 抜き、窓枠設置、備え付け机等の撤去・設置工事など） 

空調設備工事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

・特別教室：通常の授業で児童生徒の教育用として施設と一体的に整備する場合に適正な理由があれば

対象とできる。（理由書を添付すること） 
・保 健 室：児童生徒の教育用として施設と一体的に整備する場合に適正な理由があれば対象とできる。

（理由書を添付すること） 
・相 談 室：児童生徒の教育用として施設と一体的に整備する場合に適正な理由があれば対象とできる。

（理由書を添付すること） 
・普通教室：対象外とする。ただし、次の場合に限り対象として認めることができる。 
     （いずれも理由書及び以下①～③を証明する必要書類等を添付すること） 

①当該地域が地域の環境公害の指定を受けている場合 
②常時、騒音や排気ガス等の影響を受けていることが明らかに認められる場合 
③マルチメディア機器等の使用により室温の上昇が明らかに認められる場合で、機器や人

体に悪影響を及ぼす恐れがある場合 
・そ の 他：トイレ、倉庫、理事長室、校長室、職員室、事務室、生徒会室、課外活動用の部室など、

専ら児童生徒が通常の授業で使用しない箇所や、社会通念上、空調整備を要しない箇所は

対象外。 
※この他、当該年度以前に耐震補強工事等による耐震壁等の設置により、窓が縮小あるいはつぶれた場

合で、これまでの換気や児童生徒の学習環境に悪影響を及ぼすことが明らかな場合には、当該工事が

行われた部屋単位で対象に認めることができる。 
照明設備工事 ・通常の授業において専ら児童生徒の教育用として施設と一体的に整備する場合に対象とできる。 
電気設備工事 
アンテナ工事 

・通常の授業において専ら児童生徒の教育用として施設と一体的に整備する場合に対象とできる。 
 

防音・断熱対策工事 
（吸音板、二重サッシ等） 

・通常の授業において専ら児童生徒の教育用として施設と一体的に整備する場合に対象とできる。 
 

ＬＡＮ工事 
 
 
 

・通常の授業において専ら児童生徒に対する教育用として整備する場合に対象とできる。 
・理事長室、校長室、職員室、事務室、生徒会室、課外活動用の部室など、専ら児童生徒が通常の授業

において利用しない箇所については対象外。 
・申請計画時には施行に係るＬＡＮの所要㍍を記入すること。 

給排水設備・ガス設備工

事 
・実験室や技術家庭科室の備え付け流し台、又は身障者トイレ等の整備を行う場合で、専ら児童生徒用

に施設と一体的に整備する場合に対象とできる。 
塗装工事 
 
 

・上記改造工事に伴い必要があれば、当該施設と同一空間の床・天井・壁を対象とすることができる。 
 （同一空間とは、工事内容と工事範囲を基に各教室、フロア別の廊下部分、階段部分に区分して判断す

る） 
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Ⅷ エコキャンパス推進事業 

 １．補助対象工事等 

 （１）補助対象 

学校の防災機能強化等を推進するとともに、環境に配慮した学校設備を導入するために行う以  

下の改造工事に要する経費及び実施設計費に要する経費とする。 

    

事業タイプ 事  業  概  要 （例） 

 
① 
新 
エ 
ネ 
ル 
ギ 
｜ 
活 
用 
型 

 
太陽光発電型 
 

屋上、屋根等に太陽電池を設置し、太陽電池により発電した電力を学校で通常使用する電力に活用

するためのシステム 

 
太陽熱利用型 
 

屋上等に太陽熱給湯器を設置し、太陽熱で暖めた温水を暖房（床暖房等）、給湯（シャワー、給食

等）、プール加熱等に利用する方法    

その他新エネルギー

活用型 

・風  力：屋上、校庭等に風車を設置し、発電する方式で、学校で通常使用する電力を補うシス

テム 
・地 中 熱：換気用チューブを地中に埋設し、室内空気を循環させて熱交換するシステム 
・燃料電池：都市ガス等の燃料から電力を得るシステムで発電の際の排ガスがクリーンで二酸化炭

素の排出も少ないシステム 

②省エネルギー型 

・省資源型 

・断 熱 化：複層ガラスや二重サッシ等の利用、断熱材等の改造 
・採光対策 ：庇、ルーバー、バルコニー、反射鏡等の設置 
・省ｴﾈ型設備：省エネ型空調設備、高効率型照明器具への更新及び学校内での節水効果を高めるた

めに自動水栓や節水型便器への更新 
・中水利用 ：敷地や屋根等から集めた雨水を再利用貯留槽等に貯め、ろ過等の処理をしてトイ

レの洗浄水や校庭の散水、校内の池等に利用及び施設内で発生する排水をろ過等

の処理をして、トイレ洗浄水等に利用 

③ 
緑 
化 
推 
進 
型 

グラウンド芝生化 原則として暗渠排水、表面排水及び芝張り等が一体として整備された施設であること 

建物緑化、屋上緑化 
・建物の壁面や屋上、テラス、ベランダ等の緑化を行う 
・校内を積極的に緑化し、緑被率の向上、緑のネットワークの形成、ビオトープの設置等をはかる 
※緑化推進型については別表２、別表３参照 

 
④木材利用型 

 

 
地域材、間伐材等の木材を利用した床、壁、天井等の内装等の改造 
 

 

 （２）補助対象事業経費の限度額（１学校あたり）は １，０００万円以上２億円以下とする。 

（限度額を超える金額は学校法人負担）ただし、緑化推進型については、 

①グラウンド芝生化は２，０００万以上９、０００万円以下とし、原則として暗渠排水、 

表面排水及び芝張り等を一体的に整備するものとする。（別表２、別表３参照） 

②建物緑化・屋上緑化はそれぞれ５００万円以上１、０００万円以下。 

 （３）補助対象実施設計費は補助対象工事に係る設計費とする。 

 

 ２．補助対象外となるもの 

①完成年度を超えていない私立学校に係る経費 

②他の国庫補助を受ける事業に係る経費） 

※「1（1）①新エネルギー活用型 ・太陽光発電型」事業については、事業内容によっては新エネルギー・産業技術総合開発機構

（ＮＥＤＯ）の「太陽光発電新技術等フィールドテスト事業」にも適合する場合が考えられるが、経済産業省（ＮＥＤＯ）か

ら交付決定を受けた場合、本事業として文部科学省の補助の対象外となるので注意すること。 

③増改築、増床工事に係る経費 
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④補助年度の前年度に契約が締結され着手されている場合 

⑤改造工事を伴わない設備等を購入（改造工事を伴わないＬＥＤ電球への交換等）の場合 

 

 ３．補助率 

   補助対象工事費（実施設計費を含む）及び設備購入経費の合計の１／３以内とする。 

   ただし、防災機能強化施設整備事業（耐震補強工事）とあわせて実施する場合は、耐震補強工

事の補助率を採用する。 

 

 ４．補助対象事業 

補助対象とできる改造工事の種類はおおむね次のような種類の工事とする。 

①機器設備等工事：設備等の本体を設置するための工事 

②電気設備工事：整備に必要な電源、電気、配線等の工事 

③建 築 工 事：設備等を設置するための既存校舎の建築等の工事 

④給排水設備工事：整備に必要な給排水等の工事 

⑤ガス設備工事：整備に必要なガス設備等の工事 

⑥土木・造園工事：緑化推進整備に必要な工事 

 

（別表２）（③緑化推進型 建物緑化、屋外緑化）補助対象施設 

  校内を積極的に緑化し、緑被率の向上、緑のネットワークの形成等を図るため、下記の施設に   

ついて補助対象とできる。 

 

補助対象施設 左の具体例 当該施設が備えるべき要件 

屋外運動場 

 

屋外学習施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災広場 

 

 

 

グラウンド 

 

観察の森 

 

学習園 

 

 

自然体験広場 

 

 

運動場体験広場 

 

防災緑地 

 

スプリンクラー 

 

暗渠排水、表面排水及び芝張り等が一体として整備された施設であること 

 

木々に対する理解を深めるとともに小鳥や昆虫にふれあうための緑の場であること 

 

草花、野菜、果樹などを育てるための庭等で果実などを収穫できる（体験できる）

場であること 

 

水性植物や魚等を観察するための小川や池等で自然（緑）と一体化できる（自然に

関心を持たせる）場であること 

 

芝生等が施された広場等で、自由な運動が体験できること 

 

火災に耐える樹木等により延焼防止を図ること 

 

防災広場、防災緑地等に散水できること 
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（別表３）（③緑化推進型 建物緑化、屋外緑化）補助対象工事費 

 

工  事  費 

 

摘           要 

 

樹木   高木・低木 

     草木・芝張 

 

築山・池 

 

屋外ステージ 

 

ベンチ 

 

花壇・畑 

 

水飲み場、足洗場 

 

便所 

 

防球フェンス工事 

 

舗装（レンガ敷き）工事 

 

散水設備 

 

アスレチック遊具 

 

給排水工事 

 

電気設備工事 

 

 

実施設計費 

 

事務費 

 

 

施設を構成するものを対象とできる（植樹のための土は対象に含む） 

 

 

児童生徒等が立ち入りできるものが望ましい 

 

建物の要件に当てはまるものは対象外 

 

土地に固着する場合のみ対象とできる 

 

土地に固着する場合のみ対象とできる(ﾌﾟﾗﾝﾀｰの場合は対象外)(腐葉土等の客土も対象とできる) 

 

屋外運動場、屋外学習施設に付随するものを対象とできる 

 

屋外運動場、屋外学習施設に付随するものを対象とできる（建物の要件に当てはまるものは対象外） 

 

屋外運動場、屋外学習施設に付随するものを対象とできる 

 

屋外運動場、屋外学習施設に付随した散策路等を対象とできる（駐車場の舗装は対象外） 

 

スプリンクラー、放水銃、ポンプ、散水栓及びこれらに付随する配管等を補助の対象とできる 

 

一般的な遊具であるブランコ、ジャングルジム、鉄棒、シーソー、すべり台等は対象外 

 

屋外運動場、屋外学習施設に付随するものを対象とできる 

 

屋外学習施設に付随する放送設備、照明設備等を対象とできる 

（屋外運動場の照明設備については対象外） 

 

実施設計費を除いた対象工事に係る設計費を対象とできる 

 

対象外 

 

 ※使用実態が同じであれば名称が異なっていても対象とできる。 

 

 ５．提出書類 
①エコキャンパス推進事業計画調書（様式８－１～３） 
②工事費、実施設計費にかかる入札の内容が分かる書類又は見積書の写し 
③工事予定建物の計画図面（様式自由） 
④省エネ型設備への更新を行う場合には、その根拠となる仕様の記載された資料を添付すること。 
⑤その他参考となる資料 

 

 

 ６．エコキャンパス推進事業完了後のフォローアップ調査について 

本事業の採択を受けた場合には、事業の実施前と実施後で、どの程度ＣＯ２排出量が減少したか

等、事業実施に伴うフォローアップ調査を実施します。調査票は交付決定時に配付する。 
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 ７．その他 

  再生可能エネルギー発電設備を設置する場合においては、「電気事業者による再生可能エネルギー

電気の調達に関する特別措置法」第６条第１項による認定の申請は行わないものとする。 

  なお、これまでに本事業で補助されたものを含め、同法に基づく認定を申請する、若しくは申請し

ている場合は、事前に文部科学大臣の承認が必要である。 



学 校 法 人 名 学 校 名

学 科 ・ 課 程
管 理 責 任 者
所属・職・氏名

事 業 区 分

事 業 名

改修施設の名称

建 築 年 月 日 構 造

工事契約予定日 工事完成予定日

区 分

実施設計費 ① 0 円 ② 0 円 ③ 0 円

工 事 費 ④ 0 円 ⑤ 0 円 ⑥ 0 円

教育設備購入経費 ⑦ 0 円 ⑧ 0 円 ⑨ 0 円

事 業 経 費 ⑩ 0 円 ⑪ 0 円 ⑫ 0 円

補 助 希 望 額 ⑬ 0 円 ⑭ 0 円

改 修 施 設 の
現在の利用状況

備 考

↓選択

学 校 法 人 負 担 額

補 助 対 象 経 費 補 助 対 象 外 経 費 合 計

↓選択

様式２－１（高機能）

作成日：

令和３年度　私立高等学校等施設高機能化整備事業　計画調書



様式２－２（高機能）

数　量 金　額　（円）

0

0

実施設計費計（＝③） 0

数　　量 金　額　（円）

0

0

工事費計（＝⑥） 0

数　量 金　額　（円）

0

0

教育設備購入経費計（＝⑨） 0

金額合計（事業経費＝⑫） 0

補助対象外工事費計（＝⑤）

補助対象教育設備購入経費計（＝⑦）

工

事

費

工 事 明 細

補

助

対

象

補

助

対

象

外

教

育

設

備

購

入

経

費 補助対象外教育設備購入経費計（＝⑧）

整　　備　　目　　的

補

助

対

象

外

名　　称

補

助

対

象

実施設計費・工事費・教育設備購入経費の内訳

実

施

設

計

費

補助対象工事費計（＝④）

補助対象実施設計費計（＝①）

内　　　　　　　　　容

補

助

対

象

補

助

対

象

外 補助対象外実施設計費計（＝②）

内　　容　・　目　　的



学 校 法 人 名 学 校 名

学 科 ・ 課 程
管 理 責 任 者
所属・職・氏名

事 業 区 分

事 業 名

改修施設の名称

建 築 年 月 日 構 造

工事契約予定日 工事完成予定日

区 分

実 施 設 計 費 ① 0 円 ② 0 円 ③ 0 円

工 事 費 ④ 0 円 ⑤ 0 円 ⑥ 0 円

事 業 経 費 ⑦ 0 円 ⑧ 0 円 ⑨ 0 円

補 助 希 望 額 ⑩ 0 円 ⑪ 0 円

改 修 施 設 の
現在の利用状況

備 考

様式８－１（エコ）

作成日：

令和３年度　私立高等学校等施設高機能化整備事業　計画調書

学 校 法 人 負 担 額

補 助 対 象 経 費 補 助 対 象 外 経 費 合 計

↓選択

↓選択



様式８－２（エコ）

数　量 金　額　（円）

0

0

実施設計費計（＝③） 0

数　　量 金　額　（円）

0

0

工事費計（＝⑥） 0

金額合計（事業経費＝⑨） 0

内　　容　・　目　　的

補

助

対

象

補

助

対

象

外
補助対象外工事費計（＝⑤）

内　　　　　　　　　容

補

助

対

象

補

助

対

象

外

補助対象実施設計費計（＝①）

実施設計費・工事費の内訳

実

施

設

計

費

補助対象工事費計（＝④）

補助対象外実施設計費計（＝②）

工

事

費

工 事 明 細



学 校 法 人 名 学 校 名

管 理 責 任 者
所属・職 ・氏名

事 業 名

採 択 業 者 会 社 名 ： 見積金額： 円

不 採択業 者 １ 会 社 名 ： 見積金額： 円

不 採択業 者 ２ 会 社 名 ： 見積金額： 円

不 採択業 者 ３ 会 社 名 ： 見積金額： 円

不 採択業 者 ４ 会 社 名 ： 見積金額： 円

不 採択業 者 ５ 会 社 名 ： 見積金額： 円

（業者採択理由）

変更前金額： 円 変更後金額： 円 差額： 円

様式○－３（事業区分を記入）

採択業者区分

採択理由書

（業者選定後に金額が変更した理由）



 

 

建設工事等に係る補助事業遂行にあたっての留意事項 

 

 

補助事業遂行に当たっては、補助金の適正かつ効率的な使用が求められているとこ

ろであり、また、補助金という性質上その使用手続きの透明性を確保することが重要

であります。このことは、「行政及び公務員に対する国民の信頼を回復するための新

たな取組について」（平成８年１２月１９日事務次官等会議）及び「補助金等の再点

検等について」（平成９年１月１７日補助金等適正化中央連絡会議幹事会）において

も要請されているところであり、特に建設工事等契約手続き等について適正性及び透

明性が求められているところであります。（別紙参照） 

各学校法人におかれましては、補助金等の使用手続きの透明性の確保に努めるとと

もに、財務規則等に基づく適正な契約等事務手続きにより補助事業を遂行されている

ところでありますが、上記要請の趣旨を踏まえ、別紙の事項に留意しつつ建設工事等

に係る補助事業のなお一層の適正性、効率性、透明性を確保していただくようお願い

します。 

 

 

〔参考〕 

・「行政及び公務員に対する国民の信頼を回復するための新たな取組について」（抄）

及び「補助金等の再点検について」（抄）（参考資料１） 



 

（別紙） 

建設工事契約手続き等について 

 

補助事業を遂行するに当たっては、その財源となる補助金等の効率的使用が求められており、

そのためには、事業実施のために締結される契約手続きが適正になされることが必要です。この

ことは、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和３０年８月２７日法律第１

７９号）においても要請されているところであり、これを受け、文部科学省の交付要綱または交

付決定通知書において「補助事業遂行にあたっては、国の契約及び支払いに関する規定の趣旨に

従うこと」が明記されているところです。 

以下、適正な契約手続き等を行うための参考例を具体的にお示ししますのでこれらの点に留意

し補助事業を遂行してください。 

 

１．契約方式、指名業者の決定方法について 

補助事業にかかる契約は、適正かつ効率的になされなければなりません。 

そのためには、公正かつ客観的な基準による競争により契約の相手方及び契約金額を決定す

る方法が妥当であり、これにより、適正性、効率性及び透明性が確保されます。 

 

（契約にあたっての留意点） 

① 原則として、国又は地方公共団体の契約方法にならい、入札による競争により契約の相手

方及び契約金額を決定すること。 

② 入札によらない場合であっても、複数社から見積もりを徴するなど、より経済的な金額で

あること。 

③ 理事会や委員会等において契約方式、指名業者などの決定を行うなど、一担当者の恣意的

判断が介入しないようにすること。 

④ 手続きの明確化を図るため財務規則等の整備についても検討すること。 

 

［参考］ 

・国の契約関係法令（参考資料２） 

 

２．入札結果等の公表について 

国における建設工事等契約の場合、入札結果等の公表がなされています。これは、建設工事

等に関する透明性・客観性が求められていることから行われているものです。 

補助金についても税金が使用されており、透明性・客観性が求められるのは当然のことです。

この事から、補助事業にかかる建設工事等契約の場合も、国における場合と同様に、入札結果

を公表することが必要です。 

 

（公表にあたっての留意点） 

① 公表内容 

・競争による契約を行った場合には、全札者名及びその入札金額 

・競争によらない契約を行った場合には、契約の相手方及び契約金額 



 

② 公表の時期 

・契約の相手方及び契約金額の決定後速やかに公表 

③ 公表の期間 

・公表を行った年度及び翌年度 

④ 公表の場所等 

・補助事業者の施設内において閲覧 

 

［参考］ 

・国における入札結果等の公表（参考資料３） 

 

３．一括下請けの取扱いについて 

建設業法においては、請負業者が当該工事について一括して他人に請け負わせてはならない

旨の規定があります。 

いわゆる「丸投げ」はこの規定に違反しており、また、「丸投げ」を前提とした不当な金額

で契約がなされる可能性もあります。 

このようなことが起こらないようにするため、補助事業者は一括下請け禁止について契約書

に明記しておくことが必要です。 

 

（一括下請けの取扱いの留意点） 

① 一括下請けは、建設業法において原則として禁止されている。 

② 一括下請けを行う場合には、発注者（補助事業者）の書面による承諾を得る必要がある。 

③ 上記①及び②について契約書に明記すること。 

 

［参考］ 

・建設業法の規定及び国における一括下請け禁止条項（参考資料４） 



 

（参考資料１） 

 

・「行政及び公務員に対する国民の信頼を回復するための新たな取り組みについて」 

（平成８年１２月１９日事務次官等会議）（抄） 

  

１ 補助金等の再点検について 

各省庁において、地方公共団体等事業実施主体を通じた事業実施の適正化を図るため、所管

する補助金等について、補助基準及び選定手続き等の再点検を行なうとともに、各々の補助金

等の実状に応じた透明性を確保するため、例えば、施設についての交付決定の概況一覧を公表

する等必要な措置を講ずる。 

 

・「補助金等の再点検について」 

（平成９年１月１７日補助金等適正化中央連絡会議幹事会）（抄） 

補助金等の再点検等について 

○再点検の内容 

補助基準、選定手続き、建設工事契約のあり方等 

○透明性の確保 

運営主体の運営・財務の公正化、透明化等を図る 



国の契約関係法令      （参考資料２） 
 

○
会 

計 

法 
 

〔
契
約
の
方
法
〕 

第
二
十
九
条
の
三 

 

契
約
担
当
官
及
び
支
出
負
担
行
為
担
当
官
（
以
下
「
契
約
担
当
官
等
」
と
い
う
。
）
は
、
売
買
、
貸
借
、
請
負
そ
の
他
の
契
約
を
締
結
す
る
場
合

に
お
い
て
は
、
第
三
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
場
合
を
除
き
、
公
告
し
て
申
込
み
を
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
競
争
に
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

② 

前
項
の
競
争
に
加
わ
ろ
う
と
す
る
者
に
必
要
な
資
格
及
び
同
項
の
公
告
の
方
法
そ
の
他
同
項
の
競
争
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
こ
れ
を
定
め
る
。 

③ 

契
約
の
性
質
又
は
目
的
に
よ
り
競
争
に
加
わ
る
べ
き
者
が
少
数
で
第
一
項
の
競
争
に
付
す
る
必
要
が
な
い
場
合
及
び
同
項
の
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
不
利
と
認
め

ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
指
名
競
争
に
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

④ 

契
約
の
性
質
又
は
目
的
が
競
争
を
許
さ
な
い
場
合
、
緊
急
の
必
要
に
よ
り
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
及
び
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
不
利
と
認
め
ら
れ

る
場
合
に
お
い
て
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
随
意
契
約
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

⑤ 

契
約
に
係
る
予
定
価
格
が
少
額
で
あ
る
場
合
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
指
名
競
争
に
付
し
又
は
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

   

○
予
算
決
算
及
び
会
計
令 

 

（
指
名
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
） 

第
九
十
四
条 

会
計
法
第
二
十
九
条
の
三
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
指
名
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。 

一 

予
定
価
格
が
五
百
万
円
を
超
え
な
い
工
事
又
は
製
造
を
さ
せ
る
と
き
。 

二 

予
定
価
格
が
三
百
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
買
い
入
れ
る
と
き
。 

三 

予
定
賃
借
料
の
年
額
又
は
総
額
が
百
六
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
借
り
入
れ
る
と
き
。 

四 

予
定
価
格
が
百
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
売
り
払
う
と
き
。 

五 

予
定
賃
貸
料
の
年
額
又
は
総
額
が
五
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
貸
し
付
け
る
と
き
。 

六 

工
事
又
は
製
造
の
請
負
、
財
産
の
売
買
及
び
物
件
の
貸
借
以
外
の
契
約
で
そ
の
予
定
価
格
が
二
百
万
円
を
超
え
な
い
も
の
を
す
る
と
き
。 

２ 

随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
お
い
て
は
、
指
名
競
争
に
付
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。 



 

（
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
） 

第
九
十
九
条 

会
計
法
第
二
十
九
条
の
三
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。 

一 
国
の
行
為
を
秘
密
に
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
。 

二 

予
定
価
格
が
二
百
五
十
万
円
を
超
え
な
い
工
事
又
は
製
造
を
さ
せ
る
と
き
。 

三 

予
定
価
格
が
百
六
十
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
買
い
入
れ
る
と
き
。 

四 

予
定
賃
借
料
の
年
額
又
は
総
額
が
八
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
借
り
入
れ
る
と
き
。 

五 

予
定
価
格
が
五
十
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
売
り
払
う
と
き
。 

六 

予
定
賃
貸
料
の
年
額
又
は
総
額
が
三
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
貸
し
付
け
る
と
き
。 

七 

工
事
又
は
製
造
の
請
負
、
財
産
の
売
買
及
び
物
件
の
貸
借
以
外
の
契
約
で
そ
の
予
定
価
格
が
百
万
円
を
超
え
な
い
も
の
を
す
る
と
き
。 

八 

運
送
又
は
保
管
を
さ
せ
る
と
き
。 

九 

国
際
協
力
銀
行
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
、
公
庫
の
予
算
及
び
決
算
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
九
十
九
号
）
第
一
条 

に
規
定
す
る
公
庫
そ
の
他
特

別
の
法
律
に
よ
り
特
別
の
設
立
行
為
を
も
つ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
の
う
ち
財
務
大
臣
の
指
定
す
る
も
の
と
の
間
で
契
約
を
す
る
と
き
。 

十 

農
場
、
工
場
、
学
校
、
試
験
所
、
刑
務
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
の
生
産
に
係
る
物
品
を
売
り
払
う
と
き
。 

十
一 

国
の
需
要
す
る
物
品
の
製
造
、
修
理
、
加
工
又
は
納
入
に
使
用
さ
せ
る
た
め
必
要
な
物
品
を
売
り
払
う
と
き
。 

十
二 

法
律
の
規
定
に
よ
り
財
産
の
譲
与
又
は
無
償
貸
付
け
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
に
そ
の
財
産
を
売
り
払
い
又
は
有
償
で
貸
し
付
け
る
と
き
。 

十
三 

非
常
災
害
に
よ
る
罹
災
者
に
国
の
生
産
に
係
る
建
築
材
料
を
売
り
払
う
と
き
。 

十
四 

罹
災
者
又
は
そ
の
救
護
を
行
な
う
者
に
災
害
の
救
助
に
必
要
な
物
件
を
売
り
払
い
又
は
貸
し
付
け
る
と
き
。 

十
五 

外
国
で
契
約
を
す
る
と
き
。 

十
六 

都
道
府
県
及
び
市
町
村
そ
の
他
の
公
法
人
、
公
益
法
人
、
農
業
協
同
組
合
、
農
業
協
同
組
合
連
合
会
又
は
慈
善
の
た
め
設
立
し
た
救
済
施
設
か
ら
直
接
に
物

件
を
買
い
入
れ
又
は
借
り
入
れ
る
と
き
。 

十
七 

開
拓
地
域
内
に
お
け
る
土
木
工
事
を
そ
の
入
植
者
の
共
同
請
負
に
付
す
る
と
き
。 

十
八 

事
業
協
同
組
合
、
事
業
協
同
小
組
合
若
し
く
は
協
同
組
合
連
合
会
又
は
商
工
組
合
若
し
く
は
商
工
組
合
連
合
会
の
保
護
育
成
の
た
め
こ
れ
ら
の
者
か
ら
直
接

に
物
件
を
買
い
入
れ
る
と
き
。 

十
九 

学
術
又
は
技
芸
の
保
護
奨
励
の
た
め
必
要
な
物
件
を
売
り
払
い
又
は
貸
し
付
け
る
と
き
。 

 

二
十 

産
業
又
は
開
拓
事
業
の
保
護
奨
励
の
た
め
、
必
要
な
物
件
を
売
り
払
い
若
し
く
は
貸
し
付
け
、
又
は
生
産
者
か
ら
直
接
に
そ
の
生
産
に
係
る
物
品
を
買
い
入

れ
る
と
き
。 

二
十
一 

公
共
用
、
公
用
又
は
公
益
事
業
の
用
に
供
す
る
た
め
必
要
な
物
件
を
直
接
に
公
共
団
体
又
は
事
業
者
に
売
り
払
い
、
貸
し
付
け
又
は
信
託
す
る
と
き
。 



 

二
十
二 

土
地
、
建
物
又
は
林
野
若
し
く
は
そ
の
産
物
を
特
別
の
縁
故
が
あ
る
者
に
売
り
払
い
又
は
貸
し
付
け
る
と
き
。 

二
十
三 

事
業
経
営
上
の
特
別
の
必
要
に
基
づ
き
、
物
品
を
買
い
入
れ
若
し
く
は
製
造
さ
せ
、
造
林
を
さ
せ
又
は
土
地
若
し
く
は
建
物
を
借
り
入
れ
る
と
き
。 

二
十
四 

法
律
又
は
政
令
の
規
定
に
よ
り
問
屋
業
者
に
販
売
を
委
託
し
又
は
販
売
さ
せ
る
と
き
。 

二
十
五 
国
が
国
以
外
の
者
に
委
託
し
た
試
験
研
究
の
成
果
に
係
る
特
許
権
及
び
実
用
新
案
権
の
一
部
を
当
該
試
験
研
究
を
受
託
し
た
者
に
売
り
払
う
と
き
。 

 

（
見
積
書
の
徴
取
） 

第
九
十
九
条
の
六 
契
約
担
当
官
等
は
、
随
意
契
約
に
よ
ろ
う
と
す
る
と
き
は
、
な
る
べ
く
二
人
以
上
の
者
か
ら
見
積
書
を
徴
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



 

（参考資料３） 

 

国における入札結果等の公表 

 

１ 公表の対象 

建設工事（地盤調査を含み埋蔵文化財調査を除く）、設計監理業務及び測量業務（以下「建

設工事等」という。）とする。 

ただし、予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第９９条第１号、第２号又は第７

号の規定により随意契約によることとしたもの及び予決令第９９条第１号の規定により随意契

約によることができる場合において、予決令第９４条第２項の規定により指名競争に付したも

のについては、公表の対象としないものとする。 

 

２ 公表の内容 

（１）一般競争に付した場合 

① 競争参加資格の確認を受けるために申請書の提出した業者名 

② 競争参加資格がないと認めた業者名及びその理由 

③ 入札者氏名及び各入札者の各回の入札金額（入札者が見積もった契約希望金額から消費税

及び地方消費税相当額を控除した金額。以下同じ。）並びに予決令第９９条の２の規定によ

り随意契約によることとした場合においては契約の相手方及び見積金額（見積者が見積もっ

た契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額を控除した金額。以下同じ。） 

④ 低入札価格調査の結果（会計法第２９条の６第１項ただし書に規定するいわゆる低入札価

格調査制度に基づく調査の結果。以下同じ。） 

⑤ 予定価格等（予定価格（予定価格から消費税及び地方消費税相当額を控除した入札書比較

価格又は見積書比較価格。以下同じ。）並びに予定価格の種目及び科目別積算内訳。以下同

じ。） 

 

（２）指名競争に付した場合 

① 指名業者名 

② 入札者名及び各入札者の各回の入札金額並びに予決令第９９条の２の規定により随意契

約によることとした場合においては契約の相手方及び見積金額 

③ 低入札価格調査の結果 

④ 予定価格等 

 

（３）随意契約によることとした場合（予決令第９９条の２の規定により随意契約によることと

した場合を除く。以下同じ。） 

① 契約の相手方 

② 見積金額 

③ 予定価格等 

 

 



 

３ 公表の時期 

（１）一般競争に付した場合 

① 記の２の（１）の①から④に掲げる事項については、落札者の決定後又は契約の相手方の

決定後、なるべく早期に公表するものとする。 

② 記の２の（１）の⑤に掲げる事項については、契約の締結後、なるべく早期に公表するも

のとする。 

 

（２）指名競争に付した場合 

① 記の２の（２）の①に掲げる事項については、指名通知後なるべく早期に公表するものと

する。 

② 記の２の（２）の②及び③に掲げる事項については、落札者の決定後又は契約の相手方の

決定後、なるべく早期に公表するものとする。 

③ 記の２の（２）の④に掲げる事項については、契約の締結後、なるべく早期に公表するも

のとする。  

 

（３）随意契約によることとした場合 

① 記の２の（３）の①及び②に掲げる事項については、契約の相手方の決定後、なるべく早

期に公表するものとする。 

② 記の２の（３）の③に掲げる事項については、契約の締結後、なるべく早期に公表するも

のとする。 

 

４ 公表の場所 

建設工事等の契約事務を担当した課において公表するものとする。 

 

５ 公表の方法 

（１）一般競争に付した場合 

記の２の（１）の①及び②に掲げる事項については参照の別紙１により、記の２の（１）

の③から⑤に掲げる事項については参照の別紙３により閲覧に供するものとする。 

 

（２）指名競争に付した場合 

記の２の（２）の①に掲げる事項については参照の別紙２により、記の２の（２）の②か

ら④に掲げる事項については参照の別紙３により閲覧に供するものとする。 

 

（３）随意契約によることとした場合 

記の２の（３）の①から③に掲げる事項については参照の別紙４により、閲覧に供するも

のとする。 

 

６ 公表の期間 

（１）一般競争又は指名競争に付した場合 

公告又は指名の通知を行った日に属する年度及び翌年度において閲覧に供するものとす

る。 



 

 

（２）随意契約によることとした場合 

契約を締結した日の属する年度及び翌年度において閲覧に供するものとする。 

 

７ 閲覧者名簿の設置 

公表の場所に参照の別紙５による閲覧者名簿を備え付け、閲覧者の氏名、住所等必要事項を

記入させるものとする。 

 

８ 予定価格等の公表 

予定価格等の公表については、当分の間、建設工事のみを対象とするものとする。 



建設業法の規定及び国における一括下請け禁止条項 （参考資料４） 
 

○
建
設
業
法
（
抄
） 

昭
和
二
十
四
年
五
月
二
十
四
日 

法
律
第
百
号 

 

（
一
括
下
請
負
の
禁
止
） 

第
二
十
二
条 
建
設
業
者
は
、
そ
の
請
け
負
つ
た
建
設
工
事
を
、
如
何
な
る
方
法
を
も
つ
て
す
る
を
問
わ
ず
、
一
括
し
て
他
人
に
請
け
負
わ
せ
て
は
な
ら 

な
い
。 

２ 

建
設
業
を
営
む
者
は
、
建
設
業
者
か
ら
当
該
建
設
業
者
の
請
け
負
つ
た
建
設
工
事
を
一
括
し
て
請
け
負
つ
て
は
な
ら
な
い
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
は
、
元
請
負
人
が
あ
ら
か
じ
め
発
注
者
の
書
面
に
よ
る
承
諾
を
得
た
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。 

４ 

発
注
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
書
面
に
よ
る
承
諾
に
代
え
て
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
項
の
元
請
負
人
の
承
諾
を
得
て
、
電
子
情
報

処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
で
あ
つ
て
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
も
の
に
よ
り
、
同
項
の
承
諾
を
す
る

旨
の
通
知
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
発
注
者
は
、
当
該
書
面
に
よ
る
承
諾
を
し
た
も
の
と
み
な
す
。 

 

  

○
国
に
お
け
る
一
括
下
請
け
禁
止
条
項
（
例
） 

 

第
○
条 

請
負
者
は
、
工
事
の
全
部
若
し
く
は
そ
の
主
た
る
部
分
又
は
他
の
部
分
か
ら
独
立
し
て
そ
の
機
能
を
発
揮
す
る
工
作
物
の
工
事
を
一
括
し
て
第

三
者
に
委
任
し
、
又
は
請
け
負
わ
せ
て
は
な
ら
い
な
い
。
た
だ
し
、
あ
ら
か
じ
め
、
発
注
者
の
承
諾
を
得
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。 


